
水環境トータルシステム

高度情報化社会における水環境トータルシステム技術の動向
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水環境保全のためのトー

タルシステムのイメージ

日立製作所は,水資源の確

保から水の安定供給までを支

える,さまざまなシステム･

機器を提案している｡

近年,わが国の河川や湖沼では,都市などの生産活動や生活活動の結果,水質汚濁が著しくなっており,水源水質の確保,

快適な水辺空間の創出や都市河川の維持流量確保のため,上水道,下水道,河川などの水環境事業が積極的に推進されている｡

水環境事業では,水を基軸とした自然との共生を図りつつ,トータルとしての環境保全･改善を推進する必要がある｡これ

らの諸施策を支援するためのシステム技術は,管理対象の広がりにより,点的管理から面的管理,さらに空間管理へと変遷し,

GIS(Geographiclnformation System:地理情報システム)を応用したトータル管理システム,情報通信ネットワークシステ

ム,各種シミュレーション技術など,最新の情報･制御技術によって具現化されようとしている｡

｢情報･環境･物流+の時代と言われる現代で,日立製作所は,これまで培ったプラント(プロセス)ノウハウと最新の電子技

術,システム技術により,水環境事業の発展に寄与していく考えである｡

はじめに

国民が真に豊かさを実感できる社会を実現するため,

後世代になるべく負担を残さない財源の確保を前提とし

た社会資本整備が促進されている｡

その主な整備目標としては,(1)快適な生活環境の形

成,(2)安全で安心できる生活の確保,(3)新しい経済

の発展基盤の構築などがあげられる｡また,地球温暖化

やオゾン層破壊など,環境問題は地球規模へ広がってお

り,地球環境保全のための社会資本整備の役割は大き

く,環境保全型社会資本の充実が強化,推進されてい

る｡水環境分野では,水道水源の悪化への対応,地震な

どの危機時の対応,高度情報化社会への対応など,多様

な社会ニーズが出てきている｡

ここでは,水環境事業での行政の動向と,水環境トー

タルシステムの技術動向について述べる｡

水環境事業の行政動向と社会ニーズ

2.1水環境分野の行政動向

回の公共投資基本計画に基づいて,真に豊かさを実感

できる国民生活の実現に向けて,社会資本整備が着実に

進められている｡その中で,水環境にかかわる整備事業
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は重要な柱の一一つとして着実に遂行されている｡厚生省

はフレッシュ水道10か年計画,建設省は下水道第8次7か

年計画や第9次治水事業7か年計画などと,それぞれ基本

目標を掲げて事業を推進する▼-･方,自治省は,地方公営

企業の経営基盤強化に関する通知により,効率経常を促

進している｡

2.2 水環境事業を取り巻く社会環境

水環境事業では,前項に述べた各種施策を基本目標と

して推進,支援することが大前提である｡一方,水環境

事業を取り巻く社会環境は大きく変わってきており,こ

れらを念頭に置いて事業推進を支援していかなければな

らない｡

水環境事業を取り巻く社会環境を図1に示す｡

2.2.1地球環境保全

一昨年の地球温暖化防.1L京都会議(COP3)から盛り上

がりを見せている地球環境問題では,特に地球温暖化防

止のためのCOゴ削減対策が要求されてきた｡官公庁は率

先して地球環境問題の解決に向けて自主的に取り離み,

環境関連の世界標準規格"ISO14000”の認証取得に向け

て努力するとともに,認証取得企業の優遇措置や省エネ

ルギー税制,環境保護に連動した｢グリーンマーケティ

ング+などの動きが出てきている｡

2.2.2 財政の健全化と民間活力の導入

厳しい財政状況の中で,社会基盤の整備では,建設工

観
･lS014000詔言正取得

･省資源･再利用

･新エネルギー開発,省エネルギー

●LCA･LCE
l

[璽惑▲
国際的に魅力ある

事業環境の創出

･lS09000シリーズ導入

[要疫愛妻惑
･建設･維持管理コスト縮減

●PFlなど民間活力導入

′

水環境事業の推進
+l 安全･安心

･質の高い行政サービス

･ライフラインの確保

:㌍芸事業の台頭イ▲ ヽ
(ESCO事業ほか)

少子･高齢化

･福祉,医療

圏 ･広域一元管王里

ァヵウンタビリテイ･情報化
(説明責任)

注:略語説明

LCA(LiteCycleAssessment),LCE(LifeCyc】eEnergy)

lS09000(品質管理･保証の国際標準規格),WTO(世界貿易機関)

ESCO(EnergyServjceCompany),PFI(PrivateFinancelnitiative)

図1水環境事業を取り巻く社会環境

水環境事業を推進するためには.基盤的機能だけでなく,多様

化する社会環境にも対応していく必要がある｡

事コスト縮減,社会基盤を維持管理するための道営コス

ト縮減など,トータルとしての事業経営の効率化を目指

す必要がある｡-一一方,単なる建設費･効率化だけではな

く,その社会基盤の建設･運営を含めてのライフサイク

ルを考えた場合,地球環境に最もやさしい方式は何かを

念頭に置いた基盤整備の推進が求められる｡

最近,社会基盤整備に民間資本･民間活力を導入する

PFIの検討が行われている｡欧米での導入経緯や実績を

調査し,官民ともに,適用する事業がPFI事業として十

分成立するものかどうか,その収益性だけでなく,社会

的な責任牲も考慮し,推進されようとしている｡

2.2.3 国際化

国際的に魅力ある事業環境の創出として,WTO協定

による一般競争入札,ISO9000シリーズ,ISO14000シリ

ーズ,労働安全衛生など,国際標準化規格の公共工事へ

の適用が検討またはパイロットとして導入されはじめて

いる｡また,IEC(国際電気標準会議)規格との整合を考

慮したJIS(日本工業規格)の見直し作業は続行されてお

り,システム設計でも常にこれらの国際標準化動向を念

豆引こ置いて進める必要がある｡

･一一九欧米でのサービス事業の隆盛に見られるように,

わが凶でもESCO事業やPFI事業のように,従来のハー

ドウェア提供叩から,オペレーションノウハウを核とし

た都市インフラストラクチャー管理という｢サービス提供

型事業+が台頭してくるものと考える｡

サービス事業という観点から見ると,わが国の水環境

にかかわる技術は,需要者が高品質を要求するため,き

わめて高いレベルにある｡土木,建築,水処理,電機情

報制御などのエンジニアリングカから,建設コニ事,維持

管理などのオペレーションノウハウまで,国際的にも最

高水準にあると思われる｡したがって,近い将来,わが

国から世界へ高品質サービス事業としての河川事業,上

水事業,下水事業を展開していくことが考えられる｡そ

の面からも,Build(建設)だけでなく,Operation(維持

管理･運転,保全)のノウハウを取得する必要がある｡

すなわち,単なる機器サプライヤでなく,Operationと

いうサービス事業の一翼を担うことができる技術力が必

要となってくる｡

2.2.4 高度情幸馴ヒ･効率経営

電子技術の急速な発展により,情幸師U御･通信技術は

大幅に進歩し,われわれが取り扱う情報量は飛躍的に増

大した｡このような社会の高度情報化に対応して,水環

境事業の情報装備化が重要となってきている｡事業計画
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立案,高品質市民サービス,さらにアカウンタビリテイ

(説明責任)の必要性などとともに,効率化という点での

一元管理,広域管理の導入を含め,情報化投資の推進が

求められる｡建設省は,30万kmの光ファイバケーブル

布設による情報ネットワークビジョンを掲げ,情報化の

促進を図っている｡

水環境トータルシステム技術の動向

3.1水環境事業を支える日立製作所のトータルシステ

ム技術

水環境を守るという目的達成のため,日立製作所は,

上水道,下水道,河ノーlなどの各分野での水質,水量,施

設管理,広域情幸綿U御,震災など,危機時対応を支援す

るトータルシステム技術を開発してきた｡日立製作所の

主要なトータルシステム才支術を表1に示す｡

3.2 水環境トータルシステム技術の動向

一つの水系は,湖沼を含む河川や,上水道,下水道な

どで構成しており,高度処理や水循環などによって一連

の水系を守っている｡したがって,水環境を守るという

目的達成のためには,そのサポートシステムもバリアフ

リーとする必要がある｡最近の電子技術の急速な発展,

情報通信技術,高度制御技術の発展により,バリアフリー

システムの実現が可能な時代になりつつある｡すなわち,

システムは,点管理から面管理,空間管理へと管理対象

が広がっている｡水環境にかかわる情報〔水質,水量,

生態系,位置(地理)〕をトータルに取り扱うシステム技

術動向について以下に述べる｡

3.2.1GIS応用水環境トータル管理システムの構築

最近,GISの普及促進と空間データ基盤整備の推進は

国策であると言われるまでに,GISは新社会資本として

位置づけられてきており,公共施設管理分野でも,地理

情報システムの導入が加速している｡また,空間データ

碁盤と基本空間データ基盤(属性データ)とをGIS上で重

jユ合わせることにより,施設にかかわる情報を総合的に

整理して管理することが可能となり,全庁マッピングの

導入や,広域管理制御,広域シミュレーションなどに適

用されはじめている｡最近の事例では,東京都水道局の

水質汚濁動向予測システムや,東京都下水道局の下水光

ネットワーク用光ケーブル心線管理システムなどがある｡

現在,水環境にかかわる情報(水質,水量,水位,位

置,施設,設備など)は地区単位,事業主単位に管理さ

れているが,水系という観点でみると,これらの情報は

相互に密接に関連している｡したがって,水環境の的確

表1 日立製作所の水環境トータルシステム技術

上水,下水,河川の各分野で主要なトータルシステム技術開発

を行い,製品化している｡

分 野 技 術

上水道

●広域情報制御システム

●イントラネット応用情報監視システム(運転
施言剥官報管理業務支援)

●水質汚濁動向予測システム(流域情報DB,負
荷量評価モデル,水質評価モデル)

●汚染物質流下予測システム

●管路図面情報管理システム(固定資産管理.
各種台帳,設計積算,更新計画,断水区域表

示,管網計算)

●リアルタイム地震被害推定システム

●オゾン設備設計･運用支援ツール(流れ･反
応シミュレーション)

●水質安全支援システム(画像処理応用)

●油膜根知装置

●低濃度濁度計
ほか

下水道

●広域情幸踊り御システム(AT帆 ネットワーク

管理,心線管理)

●イントラネット応用情報監視システム(運転
施設情報管理業務支援)

●広域雨水情報･制御システム(降雨予測,流
入量予測,排水制御)

●管渠(きょ)図面情報管理システム

●生物学的リン･窒素除去プロセス設計･運転
支援システム

●下水微生物監視システム(画像処理応用)

河川

湖ラ召

ダム

農業用水

ハイブリッド

型省エネルギ

-システム

環境管理

●衛星画像応用広域水質監視システム

●総合河jl順報システム

●河川施設群集中監視制御システム

●ダム施設群集中監視制御システム

●高機能排水機場システム(システム簡素化技
術.全水位型)

●計画支援システム

●広域排水シミュレーション

●三次元流れシミュレーション

●環境シミュレーション(水質浄化シミュレー
ション,空気･固体伝搬音解析)

●起電動磁気フィルタシステム(湖沼アオコ除去)

●噴水システム(水質保全用)

●侵入者監視システム(画像処理応用)

●非接触型水位計測装置(画像処理応用)
●フローセル式プランクトン連続監視システム
(画像処理応用)

●農業用水トータル管理システム(インテリジ工
ント水田管理ほか)

コージェネレーション,風力,太陽光,ヒート
ポンプ,氷蓄熱,電力用蓄電池

●lS014001環境管理サポートシステム

●影響評価:LCA,DEM,汚染シミュレーション,
文書管理,教育管理,測定記録

注:略語説明

DB(Database),ATM(AsynchronousTransferMode)

DEM(DisassemblabilityEvaluationMethod;分解性評価法)
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な管理のためには,これらの情報を関連部署が共有する

必要があり,水環境トータル管理システム技術の開発が

必要となる｡GISを応用した水環境トータル管理システ

ムの概念を図2に示す｡

3.2.2 水環境情報ネットワークシステムの構築

水環境を守るには,前述のGIS応用水環境トータル管

理システムの構築が重要であり,その基盤となる広域情

報ネットワークの構築が必要である｡

高度情報化社会では,公共施設管理は情報装備化の方

向にある｡一昨年の自治省通知｢地方公営企業の経営基

盤強化+の中では,計画策走の公表,広域一元管押や集

中監視制御方式の導人,下水道では下水光ファイバを活

用した統括的施設管理の実施など,ネットワークを使っ

た経営効率向上があげられている｡

建設省は,30万kmの光ファイバケーブル布設(道路15

万km,下水10万km,河川5万km)による｢情報ネットワー

総合情報による総合計画･判断支援

C事業所

B事業所
A事業所

///二/
E浄水場

G下水処理場
F下水処理場

H観測局

PRTR DB

化学物質の

移動登舌鼓司
上水DB

統計･リアルタイム水

質･水量･水位

地図情朝

下水DB

総計･リアルタイム

質･水量･水

ぜ準情報 司
＼⊃

河川DB

統計･リアルタイム水

位･水量･水質

地図情報

空間データ覇
A水系

注:略語説明

PRTR(PollutantReleaseandTransferRegister)

図2 GIS応用水環境トータル管理システムの概念

水系関連の各部署が情報公開を行い,互いに連携を図ることに

より,水系全体としての長期計画立案が可能となる｡また,水質

事故発生時の一次原因の究明や推定,応急処置への判断が迅速に

なる｡

水
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ドホ
､｡｡ノポンプ所 処理場

上水 下水

情幸踊り御統合
ネットワーク

∠∠二二上

河川

図3 水環境情報ネットワーク構想(段階的)

水環境情報ネットワークにより,平常時の水系全体のデータ収

集や状態監視が可能となり,災害時や水質事故発生時などの緊急

時には,状況の早期把握と関連部署間の連携による的確な対応が

可能となる｡

クビジョン+の本格的推進を図っている｡今後,河川や

_L水道,下水道の情報化が推進される中で,各インフラ
ストラクチャー間の情報連携のための水環境情報ネット

ワーク構築が進むものと考える｡

水環境情報ネットワーク構想を図3に示す｡

3.2.3 水環境を守るセンサ技術

水質にかかわるオンライン計測の保守性と精度は,古

くて新しい永遠の課題である｡そうしたlいで,突発事故

検出技術として日立製作所が20年前から研究開発に着手

した｢画像処理応川水質安全支援システム+,河川水質事

故の約70%をrlfめる油事故対応の｢油膜検知装置+や｢低

濃度濁度計+などは,実際のフィールドで採用されはじ

めている｡量的な而では,保守性を考慮した,水に非接

触な｢画像処理応用水位計測装置+がある｡

1998年,北九州巾で開催されたWEF(米国水環境連

盟)/JSWA(社団法人H本下水道協会)合同セミナーで

は,下水処理水の塩素消毒が放流先の河川環境に悪影響

を与える可能性があると報告され,また,最近の水環境

学会の論文の小にも,｢バイオマニピュレーション+とい

うことばが盛んに出てきている｡これらのことからも,水

生生態系を考慮した/-L物共生の水質管理が重要であり,

そのためのセンサの開発が推進されていくものと考える｡
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変電所 省エネルギー･環境負荷低減･震災対応システム
電力

燃料(13Aガス)

(電力)
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気
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3.2.4 水環境事業を支えるハイブリッドパワーサプライ

システム

近年,国際的なCO2排出抑制対策が必要とされ,地球

温暖化など地球環境問題への積極的な対応を図ることが

課題となっている｡そのため,コージェネレーションシ

ステム,ヒートポンプ,風力発電,太陽光発電,電力貯

蔵による負荷平準化などの複合システムにより,よりク

リーンな,地球にやさしいパワー サプライ システムの

開発が推進されるものと考える｡

システムの概念を図4に示す｡

おわりに

ここでは,水環境事業での行政の動向と,水環境トー

タルシステムの技術動向について述べた｡

地球規模での環境保全意識が高まる中で,水環境事業

は,自然の水生生態系との共生という新たな時代へ移行

しつつある｡これらの課題を解決するため,長期的視野

に立った投資と研究,技術開発が求められている｡

日立製作所は,最新の情報制御･通信システム技術の

提案とともに,機器サプライヤにとどまらず,オペレー

ションノウハウを持った会社として,水環境保全と安心

して住めるまちづくりに今後も努力していく考えである｡

図4 水環境事業を支え

るハイブリッドパワー

サプライシステムの概念

地球環境保全のため,省

エネルギー.環境負荷低減,

および震災時危険分散を実

現する｡
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